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税制改正要望 

 
１．中小企業の経営基盤強化を後押しする税制 

新規○ 法人税の軽減税率の延長・恒久化 

新規○ 欠損金の繰越控除期間の無期限化・繰り戻し還付金期間の拡充 

拡充○ 個人事業主の純損失の繰越控除期間の延長・恒久化 

継続○「業績連動給与」の中小企業の役員報酬への適用拡大 

 

２．ビジネス変革等の挑戦を後押しする税制 

新規○ 中小企業投資促進税制、中小企業経営強化税制の延長・拡充 

新規○ カーボンニュートラル投資促進税制の拡充・促進 

新規○ 中小企業防災・減災投資促進税制の延長・拡充 

新規○ ＤＸ投資促進税制の延長・拡充 

継続○ 地域未来投資促進税制の延長・拡充 

 

３．ビジネス環境整備等に資する税制 

継続○ 印紙税の廃止 

継続○ 電子申告等の導入支援の更なる環境整備、電子帳簿保存の青色申告特別 

   控除の上乗せ措置 

継続○ e-Tax と eLTAX の統合・連携強化、納税・社会保険手続きのワンストップ

化による電子申告・電子納税等行政手続きのデジタル化の推進 

新規○電子帳簿保存法の対象となる取引範囲の見直し 

 

４．円滑な事業承継の実現に資する税制  

拡充○ 特例事業承継税制の拡充・恒久化 

継続○ 取引相場のない株式の評価方法の見直し 

 

５．インボイス制度の導入に関する税制  

新規○ インボイス制度導入に関して、十分な「検証」と普及・促進の徹底 

 

  

〇長期化するコロナ禍に加え、国際情勢の緊迫化等に伴う原材料等高騰によるインフレ懸念により、中小企業は極めて厳しい経営環境に置かれている。 

〇コロナ禍等からの再起に向け、中小企業・小規模事業者は、ビジネスモデルの変革や生産性向上に積極果敢に挑戦する必要があり、デジタル化やカーボンニュ

ートラル等中小企業を後押しすることが極めて重要となっている。 

〇また、コロナ禍により、大都市圏への過度な集中によるリスク分散として、地方分散化、地域資源の活用、自然災害からの復興・創成に取り組む必要がある。         

中小企業施策要望 

 
１．ウィズコロナ・原材料等高騰における事業継続力の強化 
１．原材料等高騰 
新規○ 資源・原材料の安定供給及び国内生産への展開支援、エネルギー価格の安定化 
拡充○ 中小企業・大企業の共存共栄に向けた国による強力な実行 
２．金融 
拡充○ 政府系金融機関等による柔軟な対応及び多種多様な金融手法の整備 
３．BCP（事業継続計画） 
継続○ BCP 関連の設備導入に係る補助金の創設 
継続○ マスメディア等を活用し、国主導による全国的な啓発活動の強化 
 
２．経営力の向上 
１．事業承継 
継続○ 事業承継・引継ぎ補助金の申請要件の緩和 
拡充○事業承継・引継ぎ支援センターの体制強化、金融機関との連携強化 
２．雇用 
継続○ コロナ終息まで、雇用調整助成金の特例措置の延長等、柔軟な対応による雇

用維持の実現 
新規○ 女性・外国人材等、多様な人材の活躍促進 
新規○ 副業・兼業人材の活用支援 
３．創業 
継続○ 通年公募による創業補助金の創設 
継続○ マル経融資の創業 1 年未満の事業者の対象化 
 
３．経営革新への取り組み支援 
１．補助金 
新規○ 小規模事業者持続化補助金、ものづくり補助金等の各種補助金の恒久化 
新規○ 各種補助金の申請要件の緩和 
２．IT・デジタル化 
新規○ デジタル人材の育成 
新規○ サイバーセキュリティ対策への支援・普及 
３．カーボンニュートラル 
新規○ カーボンニュートラル関連の設備投資等に係る補助金の拡充及び利用促進 
新規○ 温室ガス排出削減に向けた理解の促進及び自社排出量の測定・把握に対する支援 
継続○ 「３E+S」を前提とした現実的・合理的な電力の安定供給の実現 

基本的認識 

scci060
テキストボックス
 協議1･2




